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（10）本事業の進捗状況等の確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業

終了後、会計検査院や事務局等が抜き打ちで実地検査に入ることがあります。この検査により

補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに必ず従わなければなりません。  

（11）本事業において知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。 

（12）補助金の支払については、原則として本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補

助金額の確定後の精算払となります。概算払については、交付申請時に参照いただく「補助事

業の手引き」をご確認ください。なお、補助金は経理上、支払を受けた事業年度における収入

として計上するものであり、法人税等の課税対象となります。 

（13）本事業終了後の補助金額の確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合

については、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。 

（14）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179

号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補

助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 

（15）採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力をお願いする場合があります。また、申請

時に提出された情報については、事業者間の連携の推進、政策効果検証等に使用することを目

的として、個社情報が特定されないように処理した上で公開する場合があります。なお、補助

事業者となった場合、必要に応じて事業の成果の発表、事例集の作成等への協力を依頼する場

合がありますので、あらかじめご了承ください。 

１０．事業計画作成における注意事項 

〇 事務局が別途公表する電子申請システム操作マニュアルの指示に従って、入力漏れがないよう、

必要事項を入力の上、申請してください。申請の準備にあたっては、電子申請入力項目を参照し、

入力が必要な項目をご確認ください。添付書類については、ファイル名確認シートを参照し、決め

られたファイル名にしてください。 

○ 事業計画書の具体的内容については、審査項目を熟読の上で作成してください(電子申請システムに

PDF形式のファイルを添付してください。以下、１～４の項目について、Ａ４サイズで計15ページ以

内（補助金額1,500万円以下の場合は計10ページ以内）での作成にご協力ください。記載の分量で採否

を判断するものではありません)。

○ 申請する事業再構築の類型について、事業再構築指針との関連性を説明してください。

１：補助事業の具体的取組内容

① 現在の事業の状況、強み・弱み、機会・脅威、事業環境、事業再構築の必要性、事業再構

築の具体的内容（提供する製品・サービス、導入する設備、工事等）、今回の補助事業で実

施する新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取組につい

て具体的に記載してください。

事業実施期間内に投資する建物の建設・改修等の予定、機械装置等の型番、取得時期や技

術の導入や専門家の助言、研修等の時期についても、可能な限り詳細なスケジュールを記載

してください。 

※必要に応じて、図表や写真等を用いて、具体的に記載してください。

② 応募申請する枠（通常枠、卒業枠、グローバルＶ字回復枠、緊急事態宣言特別枠）と事業

再構築の種類（「事業再編型」、「業態転換型」、「新分野展開型」、「事業転換型」、

「業種転換型」）に応じて、「事業再構築指針」に沿った事業計画を作成してください。ど

の種類の事業再構築の類型に応募するか、どの種類の再構築なのかについて、事業再構築指

針とその手引きを確認して記載してください。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC0000000179
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③ 補助事業を行うことによって、どのように他者、既存事業と差別化し競争力強化が実現す

るかについて、その方法や仕組み、実施体制など、具体的に記載してください。 

 

④ 既存事業の縮小又は廃止、省人化により、従業員の解雇を伴う場合には、再就職支援の計

画等の従業員への適切な配慮の取組について具体的に記載してください。 

 

２：将来の展望（事業化に向けて想定している市場及び期待される効果） 

① 本事業の成果が寄与すると想定している具体的なユーザー、マーケット及び市場規模等に

ついて、その成果の価格的・性能的な優位性・収益性や課題やリスクとその解決方法などを

記載してください。 

（参考）経済産業省において、市場動向等を簡易に把握できる「統計分析ツール」を公開して  

います。鉱工業品約1,600品目を対象として、簡易な操作で生産動向等をグラフ化する  

ことができます。必要に応じて、自社の事業計画作成にご活用ください。 

具体的な活用方法を分かりやすく解説する動画もあわせてご覧ください。 

・統計分析ツール「グラレスタ」のURL：https://mirasapo-plus.go.jp/hint/14583/ 

・解説動画のURL：https://www.youtube.com/watch?v=eOJtZc2jTcE 

 

② 本事業の成果の事業化見込みについて、目標となる時期・売上規模・量産化時の製品等の

価格等について簡潔に記載してください。 

 

③ 必要に応じて図表や写真等を用い、具体的に記載してください。 

 

 ３：本事業で取得する主な資産 

① 本事業により取得する主な資産（単価50万円以上の建物、機械装置・システム等）の名称、

分類、取得予定価格等を記載してください。（補助事業実施期間中に、別途、取得財産管理

台帳を整備していただきます。） 

 

４：収益計画 

① 本事業の実施体制、スケジュール、資金調達計画等について具体的に記載してください。 

 

② 収益計画（表）における「付加価値額」の算出については、算出根拠を記載してください。 

 

③ 収益計画（表）で示された数値は、補助事業終了後も、毎年度の事業化状況等報告等にお

いて伸び率の達成状況の確認を行います。 

 

https://mirasapo-plus.go.jp/hint/14583/
https://www.youtube.com/watch?v=eOJtZc2jTcE



